
【資料【資料【資料【資料 6666】】】】    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６次小牧市総合計画 

新基本計画(案) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 12 月 

小 牧 市 

 

 

 

 

 



【資料【資料【資料【資料 6666】】】】    

第６次小牧市総合計画新基本計画(案) 

目次 

序章序章序章序章    新基本計画の概要                         

１ 総合計画------------------------------------------------------------ 序-１ 

２ 新基本計画の背景と趣旨 ---------------------------------------------  -１ 

３ 新基本計画の構成と特色----------------------------------------------  -２ 

４ 新基本計画の計画期間------------------------------------------------  -３ 

５ 計画策定にあたっての前提--------------------------------------------  -４ 

 ６ 施策の体系 ---------------------------------------------------------   -８ 

第Ⅰ第Ⅰ第Ⅰ第Ⅰ章章章章    市政戦略編            

１ こまき市政戦略ヴィジョンの位置づけ---------------------------------- 

２ 都市ヴィジョンと戦略------------------------------------------------ 

 都市ヴィジョン１ 『こども夢・チャレンジ No.1 都市』------------------- 

 都市ヴィジョン２ 『元気創造都市』------------------------------------ 

 都市ヴィジョン３ 『支え合い共生都市』-------------------------------- 

３ 都市ヴィジョン２と都市ヴィジョン３の関係について--------------------  

 

第第第第ⅡⅡⅡⅡ章章章章    分野別計画編                            

１ 安全・環境---------------------------------------------------------- 

２ 保健・福祉---------------------------------------------------------- 

３ 教育・子育て-------------------------------------------------------- 

４ 文化・スポーツ------------------------------------------------------ 

５ 産業・交流---------------------------------------------------------- 

６ 都市基盤------------------------------------------------------------ 

７ 自治体経営---------------------------------------------------------- 

 

第第第第ⅢⅢⅢⅢ章章章章    計画の推進方策                           

１ ＰＤＣＡサイクルによる進行管理--------------------------------------  

２ 進行管理の結果に基づく迅速で柔軟な計画の見直し----------------------  

３ 計画に基づいた予算編成・人員配置------------------------------------  

４ 計画推進に必要な組織体制の整備--------------------------------------  

５ 計画推進に向けた職員の意識改革--------------------------------------  



【資料【資料【資料【資料 6666】】】】    

 

序-１

序章序章序章序章    新基本計画の概要 

 

１１１１    総合計画 

小牧市では平成 21（2009）年３月に、平成 21（2009）年度～30（2018）年度を計画期間とする

「第６次小牧市総合計画」を策定し、“人と緑かがやく 創造のまち”を将来都市像に掲げ、その実

現に向けたまちづくりをこれまで積極的に推進しています。 

基本計画は、策定からおおむね５年で計画の見直しを行うこととしているため平成２６年度から

スタートする新たな基本計画を策定する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    新基本計画策定の背景と趣旨 

○小牧市は、名神高速道路・東名高速道路・中央自動車道の３大ハイウェイの結節点や名古屋空港

を有する立地条件にも恵まれ、市制施行当時の豊かな田園都市から陸上交通要衝都市の性格を有

する内陸工業都市へと大きく変貌し、発展を遂げてきました。一方で、近年、東海環状自動車道

など周辺高速道路の整備、グローバルな地域間競争の激化など本市を取り巻く環境は変化してき

ています。 

○今、我が国は、人口減少と少子高齢化が同時進行する、いまだかつて誰も経験したことのない時

代を迎えています。小牧市においても同様に、人口や税収が毎年増える右肩上がりの時代が終わ

り、人口減少と超高齢化の時代に突入しつつあります。右肩上がりを前提としたこれまでの制度

や仕組みが、機能しなくなってきており、さまざまな分野で改革が求められています。 

○そのような中、小牧市がより多くの人々から暮らし続けたい・暮らしてみたい・訪れてみたいと

強く支持されるまちとして、これからも豊かで住みよい魅力的なまちとして一層輝きを増してい

くためには、拡大型の行政から転換して、市民主体のまちづくりを柱として時代に対応した創造

性・機動性が発揮できる新しい行政の仕組みを構築していくことが必要です。 

○小牧市では、こうした課題に対応すべく、平成 24（2012）年４月に「自治体経営改革戦略会議」

を設置し、「目指すべき自治体経営の姿」をはじめ、「民意の行政への反映のあり方」、「市長マニ

フェストの総合計画などの行政計画への反映のあり方」、「行政計画および組織目標の達成に向け

たＰＤＣＡサイクルのあり方」などについて外部の有識者を交えて議論を行っています。 

○平成 26（2014）年度からスタートする基本計画は、上述の戦略会議の議論も踏まえた上で、より

戦略的かつ挑戦的な自治体経営を実現するため市民の負託を受けた市長のトップマネジメント

により、重点的に推進すべき施策・事業群や行政分野別のまちづくりの基本的な取組（施策）を

体系的に定めた「新基本計画」として策定することとしました。 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

・自治体経営の最上位計画として、長期的に市民・議会・行政が

共有するべきもの 

・施策や事務事業を計画的に実施するための基本となるもの 

・基本計画～実施計画までを一体的に策定 
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序-２

３３３３    新基本計画の構成と特色 

新基本計画は、市長のトップマネジメントにより、従来にも増して行政の経営資源を重点的かつ

優先的に投入すべき施策・事業などを明確に打ち出した「市政戦略編」と、これを踏まえつつ、各

行政分野の所管課が責任を持って計画的に推進すべき「分野別計画編」で構成します。 

    

    ◆◆◆◆市政市政市政市政戦略編（新基本計画戦略編（新基本計画戦略編（新基本計画戦略編（新基本計画    第Ⅰ第Ⅰ第Ⅰ第Ⅰ章）章）章）章）    

○都市ビジョンの実現に向け、限りある行政の経営資源をより無駄なく最適に配分しながら、効

果的・効率的で持続性が高い自治体経営を推進していくため、今後５年間に市長の強いリーダ

ーシップと責任のもと、重点的かつ優先的に経営資源を投入し、強力に推し進めていく施策・

事業群を「市政戦略編」として示します。 

○「市政戦略編」は、策定時点における市長の政策を掲げたものであり、今後まちづくりを進め

ていく中で、市長が必要と認めた場合は、適宜見直しを行います。 

 

    ◆分野別計画編◆分野別計画編◆分野別計画編◆分野別計画編（新基本計画（新基本計画（新基本計画（新基本計画    第第第第Ⅱ章Ⅱ章Ⅱ章Ⅱ章））））    

○７つの行政分野およびその配下に位置付けられる 32 の基本施策ごとに、今後、施策の推進に

よって実現を目指す目的やその達成に向けた手段（施策の展開方向）などを体系的に示します。 

○施策推進の視点と行財政改革の視点の両者の整合が図られた自治体経営を着実に推進してい

くため、従来は基本計画とは別に策定・運用していた行政改革大綱を、新基本計画の分野別計

画編の一部（自治体経営）に位置付け、新たな時代に即応したより効果的・効率的な自治体経

営を従来にも増して計画的に推進します。 

○「何をするのか」だけではなく、「何のためにするのか」という目的と、「何をどのような状

態にしたいのか」という目標を明確かつ簡潔に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施策推進の視点と行財政改革推進の視点が一体となった新基本計画 

新基本計画（分野別計画編）

施策推進の視点施策推進の視点施策推進の視点施策推進の視点 行財政改革の視点行財政改革の視点行財政改革の視点行財政改革の視点

Ⅰ安全・環境

新基本計画と行政改革大綱の内容を一体化し、

施策推進の視点と行財政改革の視点との

整合が図られた自治体経営を推進

Ⅱ保健福祉

Ⅲ教育・子育て

Ⅳ文化・スポーツ

Ⅴ産業・交流

Ⅵ都市基盤

Ⅶ自治体経営

（従来の行財政改革大綱

にあたる内容）

整合
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序-３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    ◆計画の推進方策◆計画の推進方策◆計画の推進方策◆計画の推進方策（新基本計画（新基本計画（新基本計画（新基本計画    第第第第ⅢⅢⅢⅢ章）章）章）章）    

○前項までに明らかにした「市政戦略編」および「分野別計画編」を着実に推進するための方策

として、新基本計画の進行管理や庁内組織体制のあり方などを示します。 

○新基本計画を起点とするＰＤＣＡサイクルのもと、計画の推進にあたっては、定期的に現状と

目標とのかい離の状況を把握し、その要因を分析することで、計画の進行管理と必要な改善・

改革を継続的に実践できるようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４４４    新基本計画の計画期間 

○「新基本計画」は、平成 26（2014）年度～30（2018）年度を計画期間とします。 

 

組

織

目
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組

織
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標
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理

組

織

目

標

管

理

組

織

目

標

管

理

Plan 計画策定・運用計画策定・運用計画策定・運用計画策定・運用

新基本計画新基本計画新基本計画新基本計画

分野別計画編分野別計画編分野別計画編分野別計画編

市政戦略編市政戦略編市政戦略編市政戦略編

Plan 経営資源の最適化経営資源の最適化経営資源の最適化経営資源の最適化

予算編成・定数管理予算編成・定数管理予算編成・定数管理予算編成・定数管理

・公共施設管理・公共施設管理・公共施設管理・公共施設管理

職員職員職員職員 予算・財源予算・財源予算・財源予算・財源 公共施設公共施設公共施設公共施設

Check 分析・評価分析・評価分析・評価分析・評価

行政評価行政評価行政評価行政評価

Do
透明性の透明性の透明性の透明性の

高い適正な高い適正な高い適正な高い適正な

行政活動行政活動行政活動行政活動

人事評価・人事制度・人材育成人事評価・人事制度・人材育成人事評価・人事制度・人材育成人事評価・人事制度・人材育成

すべての組織・すべての職員が責任を持って推進すべての組織・すべての職員が責任を持って推進すべての組織・すべての職員が責任を持って推進すべての組織・すべての職員が責任を持って推進

施策評価施策評価施策評価施策評価

事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価

Act
改善・改革の実践改善・改革の実践改善・改革の実践改善・改革の実践

実効性の確保が実効性の確保が実効性の確保が実効性の確保が

極めて重要極めて重要極めて重要極めて重要

行政経営分析行政経営分析行政経営分析行政経営分析

計画の推進方策計画の推進方策計画の推進方策計画の推進方策

図 市政戦略編と分野別計画編による優先度を明確にした計画 
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◆市政戦略編を踏まえつつ、今後５年間に

行政が計画的に推進する施策群を明示

効果的・効率的で持続性が高い

自治体経営を着実に推進する

優

先

度

高

優

先

度

高

優

先

度

高

優

先

度

高

◆市長の描くビジョンと戦略を明示

◆特に、今後５年間に重点的かつ優先的に

経営資源を投入する施策・事業群を明示

図 新基本計画を起点とするＰＤＣＡサイクルのイメージ 
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序-４

５５５５    計画策定に当たっての前提 

（１）将来人口の推計

１

 

○今後の人口動向は、これからのまちづくりの方向性を見極める上で基本となる指標の１つで

す。近年、小牧市の人口は概ね 15万３千人台の頭打ちの状況が続いています。すでに我が

国全体で人口が長期にわたる減少過程に突入したとされている中、今後、小牧市においても

人口が本格的な減少傾向に転じる可能性は否めない状況にあります。 

○平成 23（2011）年 10 月１日現在の住民基本台帳人口に基づき、統計的な手法を用いて推計

を行った結果、今後、小牧市の人口は平成 27（2015）年を境に減少傾向に転じ、平成 45（2033）

年には対平成 23年比で 8.8％（13,581 人）減の 140,019 人に減少すると予測されています。 

表 将来人口の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 23（2011）年を

100 とした場合の年

齢階層別人口を見る

と、約 20 年後の平成

45（2033）年では年

少（０～14 歳）人口

が 66（7,839 人減）、

主たる納税対象者で

ある生産年齢（15～

64 歳）人口が 82

（18,592 人減）に減

少する一方、老年（65

歳以上）人口が 145

（12,850 人増）に大

きく増加すると予測

されています。 

 

 

 

                            

１

 上記の将来人口推計は、あくまで現時点での仮定値であり、今後、平成 25 年 10 月１日現在の住民基本台

帳人口に基づき再度推計を行う予定である。 

実績値

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成35年 平成40年 平成45年

実数（人） 153,600 153,410 153,473 153,544 153,607 153,225 152,839 152,459 149,556 145,327 140,019

実数（人） 23,130 22,782 22,370 21,958 21,544 21,123 20,704 20,285 18,046 16,288 15,291

構成比（％） 15.1 14.9 14.6 14.3 14.0 13.8 13.5 13.3 12.1 11.2 10.9

実数（人） 101,835 100,546 99,343 98,144 96,941 96,270 95,598 94,930 92,193 88,769 83,243

構成比（％） 66.3 65.5 64.7 63.9 63.1 62.8 62.5 62.3 61.6 61.1 59.5

実数（人） 28,635 30,082 31,760 33,442 35,122 35,832 36,537 37,244 39,317 40,270 41,485

構成比（％） 18.6 19.6 20.7 21.8 22.9 23.4 23.9 24.4 26.3 27.7 29.6

推計値

総人口

年少人口

（０～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳)

老年人口

（65歳以上）

図 平成 23 年＝100 とした場合の年齢階層別人口の将来見通し 
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序-５

（２）土地利用構想 

○土地は、人々のさまざまな活動の共通の基盤であるとともに、将来へ引き継ぐべき限られた

貴重な資源です。また、土地は、自然の豊かな恵みをもたらし、地理的・歴史的な面で、地

域の個性や魅力を生み出す源泉となっています。 

○小牧市がより一層自立的で、地域特性を踏まえた個性豊かなまちづくりを展開するには、都

市に活力をもたらす居住・産業などの都市的機能と、市民の小牧への誇り愛着を育む源泉の

１つともいえる、小牧山に代表される緑豊かな自然環境がバランスよく調和した土地利用を

計画的に進めていく必要があります。このような認識のもと、本計画では、市域全体で適正

な土地利用を進めていくための基本的な方針を次のとおり掲げます。 

 

 

基本方針１基本方針１基本方針１基本方針１    住環境の維持・改善と社会資本の有効活用住環境の維持・改善と社会資本の有効活用住環境の維持・改善と社会資本の有効活用住環境の維持・改善と社会資本の有効活用    

・市民が安心して快適に生活できるよう、市街地の住環境の維持・改善に努めます。 

・社会資本の有効活用を図りながら、無秩序な市街地の拡大を抑制し、効率的で持続可能

なまちづくりを進めます。 

基本方針２基本方針２基本方針２基本方針２    緑の保全・拡充緑の保全・拡充緑の保全・拡充緑の保全・拡充    

・小牧山など市街地の自然の保全・創出や、河川や緑道を利用した水と緑のネットワーク

化を図り、自然と共生した土地利用を進めます。 

・公共施設や工場、遊休地などの積極的な緑化に努め、うるおいのあるまちづくりを進め

ます。 

・農地が保有する保水遊水機能や、美しい自然環境を創出する多面的な価値を評価し、優

良農地の積極的な保全を図ります。 

基本方針基本方針基本方針基本方針３３３３    健全な産業発展のための環境整備健全な産業発展のための環境整備健全な産業発展のための環境整備健全な産業発展のための環境整備    

・産業の適切な集積を図るため、工場などの新規立地用地や移転用地の計画的な確保に努

めます。 

・地元で生産された安全・安心な農産物を供給できるよう地産地消を推進するため、良好

な農業生産環境の整備・保全を図ります。 

基本方針基本方針基本方針基本方針４４４４    適切な規制と誘導適切な規制と誘導適切な規制と誘導適切な規制と誘導    

・土地基本法が定める「土地についての公共の福祉の優先」の理念を踏まえ、都市計画マ

スタープランなどの関連計画に基づき、関係機関と連携しながら、適切な土地利用を図

ります。 

・土地利用を適正に推進するために必要な体制、制度などを検討します。 

 

○土地利用の基本方針を踏まえ、市域を次図に示すような７つの地域（ゾーン）に区分し、各

地域の方向性に応じた土地利用を計画的に進めます。 

 

 



【資料【資料【資料【資料 6666】】】】    

 

序-６

表 地域別の土地利用の方向性 

地域名 土地利用の方向性 

市街地整備地域 

・それぞれの地域特性に応じた居住環境の整備・改善を進めます。 

・現在実施中の区画整理事業を進め、安全で安心な住環境の整備・

改善を進めます。 

・桃花台ニュータウンは、今後も良好な住環境の維持に努めます。 

中心市街地整備地域 

・小牧駅から小牧山に至る地域は、商業・サービス業や文化、行政

の集積を活かし、連続性を持つ魅力あふれる「まちの顔」にふさ

わしいまちづくりを進めます。 

文化・学術・レクリエーション地域 

・本市のシンボルである小牧山は、歴史的価値を活かしつつ、市民

が学び、憩う場として周辺と一体的な整備を進めます。 

・東部地区は、大学が立地し、その立地と自然環境を活かした地域

として整備・活用します。 

活力創造地域 

・自然環境との共生を図りつつ、工業・研究開発用地の整備を推進

し、先端技術や研究開発機能を持つ企業などの立地誘導・集積を

進めます。 

工業地域／工業・物流地域 

・地域内の未利用地を有効利用するため、計画決定された道路整備

を進めるなど、産業活動のしやすい環境整備に努めます。 

自然環境保全・活用地域 

・豊かな自然環境を保全し、市民が自然とふれあうことのできる場

として利用します。 

田園環境地域 

・都市近郊にふさわしい農業生産環境と都市機能とが調和した利用

を図るとともに、市民生活に季節感とうるおいを与える景観の保

全に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 土地利用のイメージ 
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（３）地域ブランド・コンセプト 

まちづくりにおいて、都市のイメージは重要な要素です。 

まちに対する市民の満足度は、産業や福祉の充実度といった市民の実益に直結する事柄のみで

なく、歴史や文化、自然といった要素を含めて「自分の住むまちを好きと感じるか」というよう

な、精神的・観念的な面にも大きく影響されると考えられます。 

そこで、小牧市の地域資源の現状を把握する調査を実施した結果、市民の小牧市に対する継続

居住意向が他市に比べて低く、その一因となっている市民の小牧市に対する愛着・誇りを高める

ことが必要であることがわかりました。 

さまざまな側面から都市の魅力を高め、市民が小牧市への愛着や誇りを強く感じられるように

するために、小牧市が目指していく都市のイメージをブランド・コンセプトとして設定しました。 

今後、小牧市は“夢・チャレンジ“夢・チャレンジ“夢・チャレンジ“夢・チャレンジ    始まりの地始まりの地始まりの地始まりの地    小牧”小牧”小牧”小牧”をブランドコンセプトとして小牧山小牧山小牧山小牧山

と子育てしやすいまち子育てしやすいまち子育てしやすいまち子育てしやすいまちの 2 つの資産を柱としつつ市内のさまざまな地域資源を活かしたシテ

ィ・プロモーションを積極的に推し進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域ブランド化の進捗を測るモニタリング指標 

指標 現状 方向性 

これからも小牧市に住

み続けたいと思う市民

の割合 

平成 24 年度：      ％  

小牧市に「愛着・誇り」

を感じる市民の割合 

平成 24 年度：      ％  
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６６６６    施策の体系 

今後、市政戦略編やこれを踏まえつつ行政の各部門が責任を持って推進する、７つの分野およ

びその配下に位置付けられる 32 の基本施策の体系を以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施策の体系 

<都市ビジョン１>

夢・チャレンジNo.1都市

<都市ビジョン２>

元気創造都市

<都市ビジョン３>

支え合い共生都市

ⅠⅠⅠⅠ 安全安全安全安全・・・・環境環境環境環境
１ 防災 ２ 生活安全 ３ 消防・救急 ４ 環境 ５ ごみ対策

ⅡⅡⅡⅡ 保健保健保健保健・・・・福祉福祉福祉福祉

６ 健康づくり ７ 地域医療 ８ 高齢者福祉 ９ 障がい者(児)福祉

10 地域福祉 11 保険・福祉医療

ⅢⅢⅢⅢ 教育教育教育教育・・・・子育子育子育子育てててて
12 学校教育 13 子育て支援

ⅣⅣⅣⅣ 文化文化文化文化・スポーツ・スポーツ・スポーツ・スポーツ
14 スポーツ 15 文化振興 16 生涯学習 17 男女共同参画

ⅤⅤⅤⅤ 産業産業産業産業・・・・交流交流交流交流
18 シティプロモーション 19 農業 20 商工業

ⅥⅥⅥⅥ 都市基盤都市基盤都市基盤都市基盤

21 市街地整備 22 都市交通 23 道路 24 上水道 25 下水道

26 河川・水路 27 公園･緑地･緑道 28 住宅

ⅦⅦⅦⅦ 自治体経営自治体経営自治体経営自治体経営
29 行政サービス 30 地域協働 31 行政経営 32 財政運営

市

政

戦

略

編

分

野

別

計

画

編

計

画

の

推

進

方

策

進行管理の結果に

基づく迅速で柔軟

な計画の見直し

ＰＤＣＡサイクル

による進行管理

計画に基づいた予

算編成・人員配置

計画推進に必要な

組織体制の整備

計画推進に向けた

職員の意識改革

<戦略１>

こどもの夢を育み、

夢へのチャレンジを

みんなで応援する

プログラムの展開

<戦略４>

“元気”と“支え合い”の地域循環による

「都市の活力」と「暮らしの安心」

<戦略２>

次世代成長産業を含む

バランスの良い産業集積の形成

<戦略３>

在宅医療・介護、

見守り体制の構築
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第第第第ⅢⅢⅢⅢ章章章章    計画の推進方策 

 財源や職員などの経営資源が限られるなか、「市政戦略編」及び「分野別計画編」で構成される

新基本計画を効率的・効果的に推進するための方策を示します。 

 

 

１１１１    ＰＤＣＡサイクルの構築と実効性の高い運用 

 市民や事業者に対する説明責任を果たしながら、限られた経営資源のもと効率的・効果的に新基

本計画を推進するため、計画を適切に進行管理するとともに、計画に位置づけられた施策等の有効

性や成果を検証します。 

 そのため、新基本計画を起点としたＰｌａｎ（計画）－Ｄｏ（実行）－Ｃｈｅｃｋ（分析・評価）

－Ａｃｔ（改善・改革）のマネジメント・サイクルに基づく行政経営の仕組み・基盤を構築し、関

連する庁内の制度等が連動した実効性の高い運用を行うことで、市政の継続的な改善・向上（スパ

イラル・アップ）を実現します。また、行政評価制度を活用し、計画に位置づけた目標と現状との

かい離状況を定期的に測定することで、成果を基本とした計画の進捗状況や、目標と現状とのかい

離の要因を明らかにし、新基本計画の推進に活かします。 

 

 

２２２２    進行管理の結果に基づく迅速で柔軟な計画の見直し 

 限りある財源や職員などの経営資源のもと、効果的に地域課題を解決するため、計画に位置づけ

られた施策の目的・目標や、その実現手段である事務事業を固定的にとらえるのではなく、適宜必

要な計画の見直しを実施します。 

 そのため、本市を取り巻く社会・経済情勢の変化や市民・事業者の意向を踏まえながら、行政評

価の結果などによる成果を基本とした計画の進捗状況や問題点及びその要因に基づき、迅速かつ柔

軟に施策の優先度や内容などの計画を見直します。また、新基本計画の施策等の実現手段である主

な事務事業を位置づけた実施計画に適切に反映させることで、新基本計画の実行性を担保します。 

    

    

３３３３    計画に基づいた予算編成・職員配置 

 限られた経営資源のもと、効率的・効果的な計画の推進につながる予算編成と職員配置に取り組

みます。 

 そのため、新基本計画の実行手段である実施計画に即して実施計画事業を予算化するとともに、

目標達成に向けて経営資源を積極的に投入する「市政戦略編」と、限られた経営資源を適切かつ相

対的に配分する「分野別計画編」の各々に適した予算編成や職員配置に取り組みます。 

    

    

４４４４    計画推進に必要な組織体制の整備 

 実効性を伴った計画の推進を担保するため、全庁・全職員が計画を起点としたＰＤＣＡサイクル



【資料【資料【資料【資料 6666】】】】    

 Ⅲ-２

に則り主体的に取り組む組織体制を整備します。 

 そのため、市長のトップマネジメントにより推進する「市政戦略編」と、部長・課長などのマネ

ジメントにより推進する「分野別計画編」の各々について、ＰＤＣＡサイクルに基づく継続的な改

善に取り組む権限と責任を明確にします。また、ＰＤＣＡサイクルに基づく権限と責任に応じた組

織機構や人事制度を整備します。 

    

    

５５５５    計画推進に向けた職員の意識改革 

 計画に基づき効率的・効果的な行政経営を実現するため、その主な担い手である職員の人材力の

強化に取り組みます。 

 そのため、研修や業務の実践を通じて、計画を起点とするＰＤＣＡサイクルに基づく行政経営の

趣旨や具体的な内容、職員一人ひとりの計画推進における役割や責任などの理解を浸透させます。

また、計画の進捗状況の検証や行政評価結果に基づく計画の見直し、施策や事業の改善・改革の分

析・検討のノウハウなどの能力開発を進めます。さらに、職員の主体的な計画の推進・見直しに資

する人材育成や人事制度の整備・運用に取り組みます。 

    


